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2026年３月期 通期業績予想及び配当予想の修正に関するお知らせ 
 

 

 

2025年５月 14日に公表いたしました「2025 年３月期 決算短信〔日本基準〕（連結）」におい

て、未定としていた 2026年３月期の通期業績予想及び配当予想（第２四半期末及び期末）につ

いて、下記のとおりお知らせいたします。 
 

記 
 

１. 2026年３月期 通期業績予想の修正 

 

① 2026年３月期 通期連結業績予想の修正 

（2025 年４月１日～2026年３月 31日） 

 売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に
帰属する 
当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

前回予想（Ａ） 
百万円 

－ 
百万円 

－ 
百万円 

－ 
百万円 

－ 
  円 銭 

－ 

今回修正（Ｂ） 57,000 1,500 1,500 1,300 13 73 

増減額 （Ｂ－Ａ） － － － －  

増減率 （％） －    －    －     －  

(ご参考)前期実績 

（2025年３月期） 
55,645 6 151 3,473 36 57 

   

 

② 2026年３月期 通期個別業績予想の修正 

（2025 年４月１日～2026年３月 31日） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

前回予想（Ａ） 
百万円 

－ 
百万円 

－ 
百万円 

－ 
百万円 

－ 
円 銭 

－ 

今回修正（Ｂ） 32,300 200 0 150 1 58 

増減率 （Ｂ－Ａ） －    －    －     －  

増減率 （％） －    －    －     －  

(ご参考)前期実績 

（2025年３月期） 30,544 ▲187 187 4,174 43 96 
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《業績予想の修正理由》 

2025 年５月 14 日に公表いたしました「2025 年３月期 決算短信〔日本基準〕（連結）」におき

ましては、主に米国の関税政策が今後の当社グループの業績に与える影響を合理的に算定するこ

とが困難であることを勘案し、第２四半期累計期間の業績数値のみを公表し、通期予想は未定と

いたしました。 

その後、当社は日米間の関税交渉の経過を注視するとともに、これが当社グループの業績に与

える影響を慎重に検討したところ、当社グループは米国に生産拠点を有し、米国における製品の

需要の７割程度を現地生産していることから、当社グループが直接的に負担する関税コストの増

加は限定的であると判断いたしました。一方で、関税率の上昇が当社グループのお客様が販売す

る製品需要に与える影響（当社グループにとっては、下期の受注高・売上高に与える間接的な影

響）につきましては、現時点においても鮮明に見通すことは難しい状況にあるものの、関税交渉

が一旦の合意に至ったことや、当社グループの第１四半期の受注実績等を踏まえ、上記のように

通期の業績予想をお知らせするものです。 

 

 

２. 配当予想の修正 

 

 
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

前回予想 
円 銭 

   － 

円 銭 

    － 

円 銭 

   － 

円 銭 

   － 

円 銭 

   － 

今回修正予想  10  00    － 10  00  20  00  

当期実績    －     

(ご参考)前期実績 

(2025年３月期）    － 10  00    －  10  00   20  00 

 

 

《配当予想の修正理由》 

当社は業績に応じた利益配分を基本方針とし、配当性向を親会社株主に帰属する当期純利益

の 30％を目途としておりますが、業績が厳しい局面においても、当該時点の利益剰余金や現金水

準などを勘案の上、安定配当を行うことも検討する方針です。このような方針に加え、上記の業

績予想も踏まえ、これまで未定としていた配当予想を上記のようにお知らせするものです。 

 

 

《業績等の予想に関する注意事項》 

本資料に記載されている業績等の予想に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合

理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異な

る可能性があります。 

 

 

 

以上 


